
 

 

 

 

 

 

 

還付金額の例（令和５年度市民税・県民税５４，４００円 仮特別徴収税額６０，０００円の場合） 

 

税額決定通知書３枚目の記載例 

令和 5年 10 月から令和 6年 8月までは、公的年金から

の市民税・県民税の引き落としはありません。 

この例では、実際に引き落としされる額は 

4 月、6月ともに３０，０００円となり、 

還付額は、6月分３０，０００－２４，４００円 

            ＝５，６００円となります。 

また、8月分の公的年金からの特別徴収は中止となる 

ため、引き落としされません。 

 

 令和 5 年度の公的年金から特別徴収する金額は記載例のとおりとなります。ただし、本年 4 月・6 月・8 月

は令和 4 年度に通知しました仮特別徴収税額で特別徴収されますので、その差額については後日還付いたし

ます。なお、上記の記載例のように、令和 5 年 8 月の仮特別徴収税額が 0 円の場合は、8 月は特別徴収され

ません。 

 


